
五島市監査委員公表第２４号 

 

令和７年１２月１日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第

１項の規定に基づく住民監査請求について、五島市住民監査請求に基づく監査に関する規

程（令和３年五島市監査委員訓令第１号）第１２条第７項の規定により公表する。 

 

 

令和７年１２月５日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 

                     



１ 請求の内容 

(1) 請求書の提出 

令和７年１２月１日に請求書が提出された。 

(2) 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面によると、請

求の要旨は、次のとおりである。 

ア 請求の対象行為又は事実及びこれらが違法若しくは不当であることの理由 

  (ｱ) 五島市が令和７年１２月議会に提出する「議案第１２３号 和解及び損害賠償

額の決定について」（以下「本件議案」という。）に基づき、元職員の故意による

不法行為に起因する和解金(5,800万円)を市一般会計から支出する行為は、地方

自治法に違反し、または著しく不当である。 

  (ｲ) 本件和解金支出に至る一連の過程は、市民に対する説明責任と住民参加の理念

を軽視し、訴訟上の主張との整合性を欠いたまま、議会の審議権を実質的に制約

して高額な公金支出を決定するものであり、地方自治法第２４２条第１項が予定

する「公金の支出」の適否の観点から見て、違法又は少なくとも著しく不当であ

る。 

  (ｳ) 元職員の不正引出しという「故意」による不法行為であり、国家賠償法（昭

和２２年法律第１２５号）第１条第２項に基づき、市には求償権を行使する実務

上の義務がある。この義務を放棄し懈怠する行為は、「財産の管理を怠る行為」に

該当する。 

 イ 監査委員に求める措置の内容 

   市長に対して次のように勧告するよう求める。 

(ｱ) 本件和解金 5,800万円の支出について、元職員に対する求償債権について十分

な債権保全措置(担保の確保又は強制執行認諾条項付公正証書の作成等)が講じら

れるまで、その支出手続を行わないこと。 

(ｲ) 元職員に対する求償権行使について、速やかに具体的な回収計画(履行期限、

支払方法、担保等)を策定・実行し、求償債権の全額回収を確保するための債権保

全措置を講じること。 

(ｳ) 今後、住民に責任のない公金支出を行う場合には、その判断過程や公金支出の

理由等について住民に対する説明の機会を確保するため、住民説明会その他の措

置を実施することを内容とする再発防止策を策定するよう、市長に勧告すること。 

２ 地方自治法第２４２条の要件に係る判断 

(1) 判断について 

地方自治法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共

団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、



管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担があ

る（当該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合を含む。以下

「財務会計上の行為」という。）と認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課

若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」という。）があると

認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査を求め、必要な

措置を講ずべきことを請求することができる旨規定し、同条第２項は、当該財務会

計上の行為があった日又は終わった日から１年を経過したときは、正当な理由があ

るときを除き、住民監査請求をすることができない旨規定している。 

また、財務会計上の行為又は怠る事実は、普通地方公共団体に積極消極の損害を

与え、ひいては住民全体の利益に反するものでなければならず、違法、不当な事由

があるとしても、それが普通地方公共団体に損害をもたらすような関係にはないこ

とが明らかな場合は、住民監査請求の対象にならないとされている（最高裁判所平

成６年９月８日第一小法廷判決）。 

したがって、普通地方公共団体の住民が住民監査請求をするためには、その対象

が当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の違法若しくは不当な財務会計上の行

為又は怠る事実であること、当該財務会計上の行為又は怠る事実により当該普通地

方公共団体に損害が生じること、正当な理由があるときを除き、当該財務会計上の

行為があった日又は終わった日から１年以内の請求であることなどが要件となる。 

そこで、本件請求が同条に規定する要件を満しているかについて検討する。 

ア 違法又は不当な公金の支出について 

    住民監査請求は、財務会計上の違法又は不当な職員の行為により当該地方公共

団体に財産的損失を生じ、又は生じるおそれのある場合において、当該行為の執

行を未然に防止すること、又は当該行為を是正することを目的としてなされるも

のである。 

    本件請求書によると、請求人は本件議案が議決されることを前提に和解金の支

出の可能性についての財務会計上の行為が違法又は不当であると主張しているも

のと解される。 

    財務会計上の行為の違法性又は不当性を主張するには、当該行為がなされるこ

とが相当の確実さをもって予測される場合も含まれるが、本件議案は令和７年１

２月３日開会の令和７年１２月五島市議会定例会に上程されたが、現時点におい

て議決に至っておらず、本件議案に付随する補正予算も同じく議決されていない。 

    このような状況においては、財務会計上の行為が相当の確実さをもって予測さ

れる場合とは認められない。 

イ 怠る事実について 

請求人は、市による求償権の放棄を財産の管理を怠る行為と主張しているもの



と解される。 

    請求人が主張する求償権は、本件議案の可決後、和解が成立し、市が和解金を

支払ったときに初めて生じるものであるから、請求人が主張する事実は認められ

ない。 

  ウ 住民説明会その他の措置を実施することを内容とする再発防止策の策定につ

いて 

    地方自治法第２４２条第１項に規定する財務会計上の行為及び怠る事実のい

ずれにも該当しない。 

(2) 結論 

以上のとおり、本件請求は、地方自治法第２４２条に規定する住民監査請求の要

件を欠いており、不適法である。 



（次に掲載する五島市職員措置請求書については、原文のまま掲載した。事実を証する書

面証明は掲載を省略した。） 

【参考】 

五島市職員措置請求書 

 

五島市長対して、元市職員の不法行為に係る和解金支出(議案第１２３号)に対し債権保全

措置義務違反及び求償権の確保を求める措置請求 

 

１ 請求の趣旨 

 

五島市が令和７年１２月議会に提出する「議案第１２３号 和解及び損害賠償額の決定

について」(以下、「本件和解案」と言う。)に基づき(証拠資料１)、元職員の故意による不

法行為に起因する和解金(5,800 万円)を市一般会計から支出する行為は、以下の理由によ

り地方自治法に違反し、または著しく不当である。 

よって監査委員に対し、地方自治法第２４２条第１項第１号(公金の支出の違法・不当)

及び第４号(財産の管理を怠る行為)に基づき、本件和解金 5,800万円の支出について、元

職員に対する求償債権について十分な債権保全措置(担保の確保又は強制執行認諾条項付

公正証書の作成等)が講じられるまで、その支出手続を行わないよう勧告を行い、並びに請

求する措置(後記４記載)を講ずる勧告することを求める。 

 

２ 請求の理由 

本件は、五島市の公金の支出及び債権管理に関する事務であり、地方自治法第２４２条

第１項にいう「当該地方公共団体の財務会計に関する行為又は怠る事実」に該当する。 

(1) 事件の概要 

五島市の元職員が市職員として在職中に職務上入手した被害者の実母のキャッシュ

カード等を利用して違法に預貯金を引き出し、損害を与えたと主張し、五島市と元

職員を被告として、令和４年９月、神戸地方裁判所尼崎支部に損害賠償を求める訴

えを提起した。市は令和７年１２月議会に、連帯して金 5,800万円を被控訴人(被害

者側) に支払う内容の和解及び損害賠償の決定について議案第１２３号を上程する。 

(2) 住民説明会不開催の不履行及び行政の整合性に関する違法性 

本件和解案の議会への上程プロセスは、市長の公約及び他の自治体の実務基準に反

するだけでなく、訴訟における市の主張と矛盾しており、行政の整合性・誠実性を

著しく欠いている。 

 

１．市長公約及び他自治体実務基準との矛盾 



市長は令和７年６月号の広報誌面コラムにおいて、「市民の皆さまに対し、五島市で何

があったのかを、きちんと説明しなければなりません」などと記載し、本件に関し市

民に対する丁寧な説明を行うことを自ら公約していた(証拠資料４)   

一方、埼玉県和光市においては、同種の自治体責任が問題となった事案につき、令和

５年１１月３０日に和解案を議会上程し、同年１２月 ２１日に議案が可決された後も、

令和６年５月２５日に住民説明会を開催し、判決内容や和解に至った経緯、住民負担

が生じる理由等について、住民に対して直接説明を行っている(証拠資料６)  

すなわち、和光市では、議会の議決後であっても、住民に対する説明会を開催し、裁

判所の判断や和解内容、公金支出の理由を住民に対し明らかにすることが「当然の行

政実務」として行われているのに対し、本市では、本件和解案を議会に上程する前は

もとより、上程後・議決後に至るまで(少なくとも本請求時点においては) 一度も住民

説明会を開催していない。 

このことは、市長自らが公言発した「市民にきちんと説明しなければならない」との

説明に反するものであるとともに、先行自治体における運用と比較しても、本市の対

応が地方自治の根幹である透明性および説明責任を著しく欠くものであることを明ら

かであり、議会が承認した決定事項として財源支出することは押し付け行政だと指摘

する。 

２．訴訟上の主張と議案上程の矛盾 

五島市は、本件訴訟の控訴理由書(証拠資料５)において、通帳を窃取等する行為は職

務行為そのものではなく、仮に職務上の訪問の機会に通帳を取得したとしても、当該

違法行為に五島市の国家賠償責任を認めうる程度の密接な職務関連性は認められない

と明言している。 

さらに、同結論部分では、「このような判決が、納税者として実質的に損害賠償を負

担することとなる五島市の市民に対し、五島市が職員の不法行為について責任を負う

べき理由を十分に説明できるものとなっていないことは明らかである」として、原審

判決を取り消し、被控訴人による五島市に対する請求は棄却されるべきであると主張

していた。すなわち、五島市は訴訟において、「犯罪を行ったのは元職員本人であり、

市ではない」と、元職員の行為と市の職務との関連性は弱く、市の国家賠償責任は認

められるべきではないとの立場を明確に取り、公金を負担することになる市民に対し

てその点を十分に説明できないことを理由に原判決を批判していたのである。 

しかしながら、本件和解案においては、五島市自らが元職員と連帯して 5,800万円

の支払義務を負うことを容認し、市が実質的にその損害賠償を肩代わりする内容とな

っている。そして、このような重大な方針転換について、市民に対する説明会を開催

することなく、また議会に対しても控訴理由書の内容や判断経緯を十分に説明しない

まま議案を上程している。 



これは、訴訟上「市の責任は認められない」「市民への説明ができない」と主張して

いた自らの立場と正反対の結論を、何らの合理的な説明もなく採用するものであり、

行政の整合性と誠実性を著しく欠くものである。かかる姿勢は、住民に対する説明責

任を自ら強調していた控訴理由書の記載内容とも明白に矛盾しており、公金支出の適

否を判断する上で看過し得ない事情である。本来負担すべきは元職員という犯罪者本

人であり、その倫理欠如と反社会的行為の結果を、市民が税金で肩代わりする構造に

は強烈な違和感しかない。市が被害者救済のために一時的に立て替えることは、百歩

譲って理解はできる。しかし、それ以前に必要な条件がある。 

３．議会審議権の侵害と住民代表機能の空洞化 

議案第１２３号は、和解条項の文言と損害賠償額のみを示すにとどまり、第一審判決

の具体的な理由、控訴理由書における市の主張内容、控訴審における和解協議の経過、

元職員への求償の見通しや債権保全の必要性等について、議員が判断する上で不可欠

な情報が十分に提供されていない。 

その結果、議会は、五島市が訴訟上自己の責任をどのように主張していたのか、そ

れをなぜ変更してまで和解を選択したのか、また、そのことにより住民の財産にどの

ような影響が生じるのかについて、十分な検討を行うことができないまま議決を迫ら

れている。 

このような情報提供の欠如は、議会の審議権を実質的に侵害し、住民代表機関とし

ての機能を空洞化させるものである。議会の形式的な議決のみを盾に、公金の高額な

支出を正当化することはできず、むしろ情報を意図的に制限した上での議決取得であ

ると評価されてもやむを得ない。 

以上のとおり、本件和解金支出に至る一連の過程は、市民に対する説明責任と住民

参加の理念を軽視し、訴訟上の主張との整合性を欠いたまま、議会の審議権を実質的

に制約して高額な公金支出を決定するものであり、地方自治法第２４２条第１項が予

定する「公金の支出」の適否の観点から見て、違法又は少なくとも著しく不当である。 

３ 求償債権の保全を怠る違法性(著しく不当な債権管理) 

本件は、元職員の不正引出しという「故意」による不法行為であり、国家賠償法第１条

第２項に基づき、市には求償権を行使する実務上の義務がある。この義務を放棄し懈怠す

る行為は、地方自治法２４２条第１項第４号の「財産の管理を怠る行為」に該当する。「市

が立て替える公金を、確実に元職員本人から回収できる仕組みを構築すること」 

これが絶対条件である。 

求償不能に陥れば、最終的に 5,800万円は市民負担となる。あまりにも理不尽だ。犯罪

者に甘く、市民に厳しい。この姿勢が行政として許されるはずがない。「犯罪者には断固と

した制裁を科し、逃げ得を一切許さない」という立場を示すことこそ、組織としての責務

である。 



１．「後日協議」による債権管理の怠慢 

和解条項の内容(3)で元職員の求償債務 5,800万円を確認しつつ、同条項(4)では、支

払方法を、「後日、五島市と元職員との間で協議の上決する」としている。これは、悪

質な加害者である元職員に対し、支払いの具体的な履行期限や担保設定がないまま、

財産隠匿の猶予を与えかねない措置である。 

２．地方自治法施行令上の債権保全義務違反 

五島市が、故意の犯罪行為による求償債権という重要な住民財産について、債権保全

措置を講じずに「後日協議」とすることは、地方自治法施行令第１７１条の２(債権の

保全)が定める自治体の債権保全義務に明確に反する。本件の本質は「市の管理不全」

ではなく、「元職員個人の倫理崩壊と犯罪」そのものだ。ゆえに以下を議案の前提条件

とすべきなのである。 

(1) 求償体制を“逃げ道ゼロ”で構築すること 

・現資産の徹底調査 

・仮差押え等、確実な保全措置 

・逃亡・破産時を想定した代替確保策 

・分割弁済の場合、担保・保証人の確保 

これらが整わない限り、公金支出を議論すること自体があり得ない。 

(2) 本来の責任主体は元職員本人であることを明確化すること 

市が背負う義理は道義的責任までであり、犯罪者の負債を市民へ転嫁することは絶

対に許されない。 

(3) 求償不能リスクをゼロにするまで、和解議決はあり得ない 

全額回収を前提とし、それを保証する仕組みを作らずに和解案を通すことは、公金

保全の観点から断じて容認できない。 

４ 請求する措置 

監査委員に対し、地方自治法第２４２条第１項第１号及び第４号に基づき、五島市長に

対して次の措置を講ずるよう勧告されたい。 

1.本件和解案に基づき被控訴人との間で和解契約を締結し、これに伴う支出負担行為

及び本件和解金 5,800万円の支出を行うことについては、元職員に対する全額回収

を確実にするための具体的な債権保全措置 (担保の確保又は強制執行認諾条項付公

正証書の作成等)が講じられるまで、これを行わないこと。 

2.元職員に対する求償権行使について、速やかに具体的な回収計画(履行期限、支払方

法、担保等)を策定・実行し、求償債権の全額回収を確保するための債権保全措置を

講じること。 

3.今後、住民に責任のない公金支出を行う場合には、その判断過程や公金支出の理由

等について住民に対する説明の機会を確保するため、住民説明会その他の措置を実



施することを内容とする再発防止策を策定するよう、市長に勧告すること。 

５ 請求者 

     略 

     略 

地方自治法第２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請求し

ます。 

令和７年１２月１日 

(宛先)五島市監査委員 

以上 

事実を証する書面 

１．議案第１２３号和解及び損害賠償額の決定について(写) 

２．住民側が提出した説明会開催要請文書と総務課長による回答(写) 

３．長崎新聞２０２５年１１月２９日付け記事(写) 

４．広報ごとう２０２５年６月号 市長コラム(写) 

５．控訴理由書(写) 

６．埼玉県和光市説明会資料(一部の写) 

 


